
（平成２６年７月３０日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8593 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

申立期間の標準賞与額の記録を 72 万 7,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 52 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 18 年６月 23 日 

Ａ社から申立期間に賞与が支給されている上、厚生年金保険料も控除

されていたのに、厚生労働省の記録によれば、当該期間に係る賞与の記

録が無い。納得できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る賞与支給明細書により、申立人は、

当該期間において、同社から賞与の支給を受け、標準賞与額 72 万 7,000

円に基づく厚生年金保険料を控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、当該期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対して

行っておらず、保険料も納付していないとしていることから、社会保険事

務所は、申立人の当該期間に係る保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

関東（埼玉）厚生年金 事案 8595 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額の記録を、４万 8,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 23 日 

  Ａ社に係る厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与

額の記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、記

録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人から提出された申立期間に係る普通・貯蓄預金補助元帳の履歴

（以下「口座の履歴」という。）により、申立人は、申立期間において、

Ａ社から賞与の支給を受けていたことが確認できる。 

また、複数の同僚から提出された申立期間に係る賞与支給明細書により、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

る上、当該事業所の経理及び社会保険事務担当者は、賞与が支給されてい

れば、厚生年金保険料は控除されていたと思うとしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、事業主に

より賞与から厚生年金保険料を控除されていたものと認められる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、申立人か

ら提出された口座の履歴で確認できる賞与振込額により推認した賞与総支

給額及び保険料控除額から、４万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

経理及び社会保険事務担当者は当該期間に係る賞与の届出を行っていない

  



                      

としている上、当該期間当時の事業主も当該供述のとおりで間違いないと

思うとしていることから、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険

事務所（当時）に提出しておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人

の申立期間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



                      

関東（山梨）厚生年金 事案 8596 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、申立期間に係る標準賞与額を 20 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年８月 10 日 

  Ａ社において、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除

されていたが、同社が当該賞与について、社会保険事務所（当時）に届

け出ていなかったため、厚生年金保険の被保険者記録に賞与の記録が無

い。当該賞与を記録として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、平成 19 年８月 10 日に

同社から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、当該賃金台帳に

おいて確認できる厚生年金保険料控除額から、20 万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与支払届を提出することを失念し、申

立期間に係る保険料を納付していなかったことを認めていることから、社

会保険事務所は申立人の当該期間に係る保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

  



                      

関東（栃木）厚生年金 事案 8597 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 55 年９月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 11 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ： 

      

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年８月 31 日から同年９月１日まで 

Ａ社からＢ社へ事業所名が変更となったが、勤務形態や仕事内容は変

わらないのに、申立期間の被保険者記録が欠落しているので、当該期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び同期入社の同僚の供述から、申立人は、申

立期間において、Ａ社又はＢ社に継続して勤務していたことが認められる。 

 また、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 55 年８月 31 日に厚生年

金保険の適用事業所でなくなっているが、その翌日である同年９月１日に

再び厚生年金保険の適用事業所となっており、同年８月 31 日に被保険者

資格を喪失した従業員の多くが、同年９月１日で被保険者資格を再取得し

ていることが確認できる上、複数の同僚が、申立期間において同社の業務

内容に変化は無く、継続して勤務していたとし、厚生年金保険料は、申立

期間において控除されていたと供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料並びに周辺事情を総合的

に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料をＡ社の事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

55 年７月の健康保険厚生年金保険被保険者原票から、11 万円とすること

  

  



                      

が妥当である。 

なお、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 55 年８月 31 日に厚生年

金保険の適用事業所でなくなっているが、商業登記簿謄本により申立期間

において事業所名及び所在地の変更が無いことが確認できる上、上述のと

おり、同年８月 31 日に被保険者資格を喪失した従業員の多くが、同年９

月１日に被保険者資格を再取得していることが確認でき、複数の同僚が申

立期間において継続して勤務していたと供述していることから、同社は申

立期間において厚生年金保険法に定める適用事業所としての要件を満たし

ていたものと判断される。 

また、事業主は、申立人の申立期間において適用事業所でありながら、

社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められるこ

とから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

 

  



 

関東（茨城）国民年金 事案 5473 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年 12 月から 54 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 53 年 12 月から 54 年３月まで 

私が会社を退職した昭和 53 年 12 月頃に、私の母が私の国民年金の加

入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれたはずである。国民年金

の加入手続及び保険料の納付を行った母は既に他界しており、私は納付

に関与していないため詳しいことは分からないが、申立期間が未加入期

間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、申立人の母が国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付していたとしているが、その母は既に他界しており

証言を得られず、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与

していないため、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成５年５月頃に払い出されたものと推認され、申

立人が所持している年金手帳の「初めて被保険者となった日」は、「平成

５年４月１日」と記載されている上、当該日付はオンライン記録とも一致

していることから、申立期間は国民年金の未加入期間のため、制度上、国

民年金保険料を納付できない期間である。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない上、

申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

  



 

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

  



関東（茨城）厚生年金 事案 8594 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 33 年１月 26 日から同年３月１日まで 

② 昭和 36 年 10 月 12 日から 39 年６月１日まで 

③ 昭和 40 年６月１日から同年９月１日まで 

申立期間①は、当時勤務していたＡ事業所から同じ建物内にあったＢ

社（現在は、Ｃ社）に転職した時期であるが、同社の事業主に引き続き

厚生年金保険の加入についてお願いして了承されたはずである。 

申立期間②は、Ｂ社を退社し、すぐにＤ社に入社したが、同社の事業

主と厚生年金保険の加入について確認したはずである。 

申立期間③は、Ｄ社が倒産した後にその跡地で操業したＥ社の事業主

から、同社に入社を勧められ、その時に厚生年金保険の加入手続も行う

と説明を受けた。 

申立期間①、②及び③に勤務したそれぞれの事業所の給与明細書で厚

生年金保険料が控除されているのを見た記憶がある。当該期間にそれぞ

れの事業所が厚生年金保険の適用事業所となっていないのであれば、厚

生年金保険に加入すると偽りの説明をされ、厚生年金保険料が控除され

ていたと思うので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、複数の同僚の供述から、期間の特定はできない

ものの、申立人は、Ｂ社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社の事業所別被保険者名簿により、同社は、昭和

33 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①

は厚生年金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

  



また、Ｂ社の事業主は既に死亡しているため、申立人の申立期間①に

おける厚生年金保険料の控除等について聴取することができず、Ｃ社の

事業主は、申立期間①当時の資料は無く申立人の厚生年金保険料の控除

等については不明であると回答している。 

さらに、申立期間①当時の経理事務担当者は、Ｂ社が厚生年金保険の

適用事業所となる前は、控除する保険料額も分からないため、保険料を

引きようもなく、厚生年金保険料は控除していなかったと回答している

上、申立人と同日にＡ事業所の被保険者資格を喪失し、Ｂ社が適用事業

所となった同日付けで被保険者資格を取得した同僚を含む複数の同僚も、

当該期間に厚生年金保険料が給与から控除されていた記憶は無いと回答

している。 

 

２ 申立期間②について、複数の同僚の供述から、期間の特定はできない

ものの、申立人は、Ｄ社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｄ社の事業所別被保険者名簿により、同社は、昭和

39 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②

は厚生年金保険の適用事業所となっていないことが確認できる上、登記

簿により、同社は 36 年 11 月＊日に会社として成立しており、当該期間

当初には、法人登記されていないことが確認できる。 

また、申立人がＤ社の事業主であったとする者は既に死亡しているた

め、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除等について聴取

することができず、同社の登記簿における事業主は、当該期間当時の資

料は無く、申立人の厚生年金保険料の控除等については不明であると回

答しており、複数の同僚からも、同社が厚生年金保険の適用事業所とな

る前から、厚生年金保険料を給与から控除していたとする供述は得られ

ない。 

さらに、申立人のＤ社での雇用保険被保険者記録と推認される当該加

入記録は、厚生年金保険の被保険者記録と一致している。 

 

３ 申立期間③について、申立人が当該期間に勤務していたとするＥ社は、

昭和 40 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、当該期

間は適用事業所となっていないことが同社の事業所別被保険者名簿で確

認できる。 

また、Ｅ社の事業主は既に死亡しているため、申立人の申立期間③に

おける勤務の状況等について聴取することができない上、同社の後継事

業所は平成 23 年に解散しているところ、同社の後継事業所の親会社で

は、当時の人事記録等の資料は無いとしており、申立人の当該期間に係

る厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

  



さらに、申立人と同様に、Ｄ社が倒産した後に同社からＥ社に再就職

したとする同僚は、前社の倒産から後社の立ち上げまで２か月程度の期

間があったと供述している上、複数の同僚からも、同社が厚生年金保険

の適用事業所となる前から厚生年金保険料を給与から控除していたとす

る供述は得られない。 

 

４ このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

  



関東（埼玉）厚生年金 事案 8598 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年８月頃から 37 年１月頃まで 

② 昭和 40 年７月頃から同年 10 月１日まで 

私は、Ａ区Ｂ地区にあったＣ社（現在は、Ｄ社）が経営するＥという

Ｆ店に昭和 35 年８月頃から 37 年１月頃まで勤務していたが、申立期間

①の厚生年金保険の記録が無い。 

また、Ｇ区Ｈ地区にあったＩ社には、昭和 40 年７月頃から 41 年１月

26 日まで勤務していたが、入社した 40 年７月頃から同年 10 月１日ま

での申立期間②の厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険料が控除されていた資料等は無いが、

調査の上、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ｄ社の事業主は、「昭和 39 年以前のＣ社の雇

用に係る資料は存在せず、申立人の勤務及び厚生年金保険料の控除等は

不明である。」と述べている。 

また、申立人はＡ区Ｂ地区にあったＣ社が経営するＥというＦ店に勤

めていたと述べているが、上記事業主は、会社沿革についての資料を提

示した上で、「店名がＥとなったのは、平成に入ってからであり、申立

期間①頃は『Ｊ』と言っていた。」と述べている上、同社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿の表紙には、同社の事業所名の下に「Ｆ店

Ｊ」と表記されている。 

さらに、当該被保険者名簿で申立期間①当時に被保険者記録が確認で

きる複数の同僚に申立人から提出された社員旅行の写真について確認を

求めたところ、写真に写っている申立人及び申立人が同僚であったとす

  



る６人について「見覚えが無い。」としている。 

加えて、Ｃ社の申立期間①に係る当該被保険者名簿において、申立人

及び申立人が同僚であったとする上記の者を含む８人の氏名は確認でき

ない。 

 

２  申立期間②について、Ｉ社に係る事業所別被保険者名簿において、当

該期間は同社が厚生年金保険の適用事業所になる前の期間である上、申

立人は同社が適用事業所となった昭和 40 年 10 月１日に、事業主を含め

て７人の同僚とともに厚生年金保険の被保険者となっていることが確認

できる。 

また、Ｉ社は、既に解散しており、事業主も死亡している上、申立期

間②に係る同僚照会もできないことから、申立人の当該期間に係る勤務

実態及び厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

さらに、申立人が申立期間②に事務員であったとする同僚一人につい

ては、同社に係る当該被保険者名簿において、確認することができない。 

 

３ このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

 

  




